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要  旨 

 

 

厚生労働省の推計では、2025年に介護分野で 253万人の人手が必要となるのに対して、供給が見込ま

れる介護人材人数が 215万人にとどまり、37万 7千人の介護職不足が生じると予想されている。日本人

だけでなく、永住権を持つ在住外国人の高齢化も加速している。 

介護人材を確保するための新たな対応が求められている。 

介護分野における人手不足から、政府は外国人介護人材の受け入れを拡大・促進するための政策を打

ち出している。しかし、受け入れる態勢はまだ十分ではない。彼ら・彼女らを労働力として考えているだけ

で、生活者としての取り組みが見られないからだ。入国した外国人が地域と職場に定着できるよう、彼らに

とって住みやすい、長く住み続けたいと実感できるコミュニティづくり、すなわち、多文化共生のコミュニ

ティ形成が求められている。 

それを実現する方法として、外国人介護労働者も在住外国人高齢者も日本人もともに安心して暮らせる

ようなコミュニティが必要だ。日本の福祉政策は、ちょうどこの時期に、これからは介護などの福祉を国に

任せるのではなく、地域でお互いを支えるよう、コミュニティ形成を主眼とした政策を始めている。その一

つが「日本版 CCRC」という発想だ。が、その政策や構想の中に、外国人がきちんと位置付けられていな

い。そこで、外国人が地域コミュニティに積極的に参加でき、日本版 CCRC と比べて外国人の姿がより多

く見られる「外国人版 CCRC」という発想を主張したい。これが実現することで、外国人の高齢者も労働者

も同じコミュニティで生活できる。もちろん、日本人も一人暮らしの若者や中高年、高齢者などを中心にそ

こで暮らす。そのコミュニティに、介護サービスの企業や社会福祉法人が協同して外国人労働者を集め

れば、企業などの負担も軽くなる。生活者としての受け入れ、共同での受け入れ、という 2つの課題を「外

国人版 CCRC」で解決できると考える。 
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